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議案第３４号 

 

 

 

令和３年度明石市国民健康保険事業特別会計予算 

 

令和３年度明石市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ29,474,980千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

（一時借入金） 

第２条  地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、2,000,000千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条  地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出の予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における款内での

これらの経費の各項の間の流用 

 

令和３年２月１９日提出 

 

 

 

明石市長   泉    房   穂 
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第１表　歳入歳出予算

1   歳入

(単位：千円)

款 項

1 国民健康保険料 5,536,912 

1 国民健康保険料 5,536,912 

2 一部負担金 2 

1 一部負担金 2 

3 県支出金 20,643,796 

1 県補助金 20,643,796 

4 財産収入 500 

1 財産運用収入 500 

5 繰入金 3,248,052 

1 繰入金 3,248,052 

6 諸収入 45,718 

1 延滞金、加算金及び過料 4,602 

2 預金利子 1 

3 雑入 41,115 

29,474,980 

金 額

歳 入 合 計
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2   歳出

(単位：千円)

款 項

1 総務費 458,036 

1 総務管理費 457,547 

2 運営協議会費 489 

2 保険給付費 20,180,471 

1 療養諸費 17,261,895 

2 高額療養費 2,791,500 

3 移送費 350 

4 出産育児諸費 105,476 

5 葬祭諸費 20,150 

6 結核医療諸費 100 

7 傷病手当金 1,000 

3 国民健康保険事業費納付金 8,305,079 

1 医療給付費分 5,909,399 

2 後期高齢者支援金分 1,790,344 

3 介護納付金分 605,336 

4 保健事業費 203,277 

1 特定健康診査・特定保健指導事 118,190 

業費

2 保健事業費 85,087 

5 基金積立金 500 

1 基金積立金 500 

6 公債費 1 

1 公債費 1 

金 額
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款 項

7 諸支出金 326,116 

1 償還金及び還付加算金 326,116 

8 予備費 1,500 

1 予備費 1,500 

29,474,980 

金 額

歳 出 合 計
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令和３年度明石市国民健康保険事業特別会計予算に関する説明書 
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                     歳入歳出予算事項別明細書

１　総　　　　括

（　歳　入　） (単位：千円)

款

1 国民健康保険料 5,536,912 5,727,810 △ 190,898 

2 一部負担金 2 2 0 

3 県支出金 20,643,796 20,857,868 △ 214,072 

4 財産収入 500 500 0 

5 繰入金 3,248,052 2,680,572 567,480 

6 諸収入 45,718 46,718 △ 1,000 

△ 繰越金 0 500,000 △ 500,000 

29,474,980 29,813,470 △ 338,490 

本年度予算額 前年度予算額 比 較

歳 入 合 計
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（　歳　出　）

款

1 総務費 458,036 482,219 △ 24,183 

2 保険給付費 20,180,471 20,366,776 △ 186,305 

3 国民健康保険事業費納付金 8,305,079 8,232,289 72,790 

4 保健事業費 203,277 199,755 3,522 

5 基金積立金 500 500 0 

6 公債費 1 1 0 

7 諸支出金 326,116 530,430 △ 204,314 

8 予備費 1,500 1,500 0 

29,474,980 29,813,470 △ 338,490 歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額 比 較
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(単位：千円)

‐ ‐ ‐ 458,036 

20,175,671 ‐ 4,800 ‐ 

373,497 ‐ 5,741,566 2,190,016 

94,628 ‐ 108,649 ‐ 

‐ ‐ 500 ‐ 

‐ ‐ 1 ‐ 

‐ ‐ 326,116 ‐ 

‐ ‐ 1,500 ‐ 

20,643,796 ‐ 6,183,132 2,648,052 

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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2　歳    入

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較

1 国民健康保険料 5,536,912 5,727,810 △ 190,898 

1 国民健康保険料 5,536,912 5,727,810 △ 190,898 

1 一般被保険者国民健康保険料 5,536,349 5,725,537 △ 189,188 

2 退職被保険者等国民健康保険料 563 2,273 △ 1,710 
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(単位：千円)

医療給付費分現 一般被保険者国民健康保険料医療給付費分現 3,566,400 
年分 年分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
3,777,967千円 　　　　　　　×94.4％

介護納付金分現 一般被保険者国民健康保険料介護納付金分現 450,517 
年分 年分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
  491,831千円 　　　　　　　×91.6％

後期高齢者支援 一般被保険者国民健康保険料後期高齢者支援 1,324,201 
金分現年分 金分現年分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
1,402,756千円 　　　　　　　×94.4％

医療給付費分滞 一般被保険者国民健康保険料医療給付費分滞 124,187 
納繰越分 納繰越分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
  365,256千円 　　　　　　　×34.0％

介護納付金分滞 一般被保険者国民健康保険料介護納付金分滞 21,579 
納繰越分 納繰越分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
　 63,282千円 　　　　　　　×34.1％

後期高齢者支援 一般被保険者国民健康保険料後期高齢者支援 49,465 
金分滞納繰越分 金分滞納繰越分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
  142,963千円 　　　　　　　×34.6％

医療給付費分現 退職被保険者等国民健康保険料医療給付費分 34 
年分 現年分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
　　　 35千円 　　　　　　　×98.6％

介護納付金分現 退職被保険者等国民健康保険料介護納付金分 53 
年分 現年分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
　　　 54千円 　　　　　　　×98.7％

後期高齢者支援 退職被保険者等国民健康保険料後期高齢者支 46 
金分現年分 援金分現年分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
　　　 47千円 　　　　　　　×98.6％

医療給付費分滞 退職被保険者等国民健康保険料医療給付費分 286 
納繰越分 滞納繰越分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
　　　857千円 　　　　　　　×33.4％

介護納付金分滞 退職被保険者等国民健康保険料介護納付金分 68 
納繰越分 滞納繰越分

2　歳    入

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

1 3,566,400 

2 450,517 

3 1,324,201 

4 124,187 

5 21,579 

6 49,465 

1 34 

2 53 

5 68 

3 46 

4 286 
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款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
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調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
　　　203千円 　　　　　　　×33.5％

後期高齢者支援 退職被保険者等国民健康保険料後期高齢者支 76
金分滞納繰越分 援金分滞納繰越分

調定見込額　　　　　　　　　　徴収率
　　　226千円 　　　　　　　×33.7％

説　　　　　　　明
区 分 金 額

6 76

節
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款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較

2 一部負担金 2 2 0 

1 一部負担金 2 2 0 

1 一般被保険者一部負担金 1 1 0 

2 退職被保険者等一部負担金 1 1 0 
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一般被保険者一部負担金現年度分 1 

退職被保険者等一部負担金現年度分 1 

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

1 現年度分 1 

1 現年度分 1 
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款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較

3 県支出金 20,643,796 20,857,868 △ 214,072 

1 県補助金 20,643,796 20,857,868 △ 214,072 

1 保険給付費等交付金 20,643,796 20,857,868 △ 214,072 
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保険給付費等交 保険給付費等交付金（普通交付金） 20,174,671 
付金（普通交付
金）
保険給付費等交 保険給付費等交付金（特別交付金） 469,125 
付金（特別交付
金）

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

1 20,174,671 

2 469,125 
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財産運用収入 500 500 0 

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較

500 500 0 

4 財産収入 500 500 0 

1

1 基金運用収入
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国民健康保険事業基金積立金利子 500 

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

1 利子及び配当金 500 
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款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較

5 繰入金 3,248,052 2,680,572 567,480 

1 繰入金 3,248,052 2,680,572 567,480 

1 一般会計繰入金 2,648,052 2,680,571 △ 32,519 

2 基金繰入金 600,000 1 599,999 
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保険基盤安定繰 保険基盤安定繰入金 1,622,466 
入金
職員給与費等繰 職員給与費等繰入金 458,036 
入金
出産育児一時金 出産育児一時金等繰入金 70,280 
等繰入金
財政安定化支援 財政安定化支援事業繰入金 309,270 
事業繰入金
その他一般会計 その他一般会計繰入金 188,000 
繰入金
国民健康保険事 国民健康保険事業基金繰入金 600,000 
業基金繰入金

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

1 1,622,466 

2 458,036 

3 70,280 

4 309,270 

5 188,000 

1 600,000 
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款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較

6 諸収入 45,718 46,718 △ 1,000 

1 延滞金、加算金及び過料 4,602 4,602 0 

1 一般被保険者延滞金 4,500 4,500 0 

2 退職被保険者等延滞金 100 100 0 

3 一般被保険者過料 1 1 0 

2 預金利子 1 1 0 

4 退職被保険者等過料 1 1 

1 0 

0 

3 雑入 41,115 42,115 △ 1,000 

1 預金利子 1 

1 滞納処分費 10 10 0 

2 一般被保険者第三者納付金 30,000 30,000 0 

3 退職被保険者等第三者納付金 1,000 2,000 △ 1,000 

4 一般被保険者返納金 10,002 10,002 0 

5 退職被保険者等返納金 102 102 0 

0 6 雑入 1 1 
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一般被保険者延 一般被保険者延滞金 4,500 
滞金
退職被保険者等 退職被保険者等延滞金 100 
延滞金
一般被保険者過 一般被保険者過料 1 
料
退職被保険者等 退職被保険者等過料 1 
過料

預金利子 1 

滞納処分費 10 

一般被保険者第 一般被保険者第三者納付金 30,000 
三者納付金
退職被保険者等 退職被保険者等第三者納付金 1,000 
第三者納付金
一般被保険者返 一般被保険者療養給付費返納金 10,002 
納金
退職被保険者等 退職被保険者等療養給付費返納金 102 
返納金

雑入 1 

節
説　　　　　　　明

区 分 金 額

1 4,500 

1 100 

1 1 

1 

1

1

預金利子 1 

1 滞納処分費 10 

1 30,000 

1 1,000 

1

1

1

10,002 

102 

雑入 1 
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款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較

△ 繰越金 - 500,000 △ 500,000 

△ 繰越金 - 500,000 △ 500,000 

△ 繰越金 - 500,000 △ 500,000 
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節

区 分 金 額
説　　　　　　　明

国 27



一般財源 458,036 

一般財源 457,547 

一般財源 447,533 

一般財源 3,038 

収納率向上特別対策 一般財源 6,976 
費

3 6,976 9,387 △ 2,411 

2 連合会負担金 3,038 1,898 1,140 

1 一般管理費 447,533 470,242 △ 22,709 

1 総務管理費 457,547 481,527 △ 23,980 

1 総務費 458,036 482,219 △ 24,183 

3　歳    出

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳
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(単位：千円)

国民健康保険事業運営に要する経費
職員費　２６人分（２４人分）    284,260 
（　）内は短時間勤務職員数を外書き
一般管理事務事業    153,823 
特定健康診査・特定保健指導管理事務事業      9,450 

使用料及び
賃借料

負担金補助
及び交付金

負担金補助 国保連合会運営負担に要する経費
及び交付金 国民健康保険団体連合会負担事業      3,038 

国民健康保険料の収納率向上特別対策に要す
る経費
収納率向上特別対策事業      6,976 

負担金補助
及び交付金

12 委託料 3,700 

18 120 

旅費 100 

10 需用費 670 

11 役務費 2,386 

 8

18 29,779 

18 3,038 

12 委託料 75,920 

13 800 

17 備品購入費 125 

10 需用費 8,959 

11 役務費 47,490 

 7 報償費 30 

 8 旅費 170 

 3 職員手当等 86,600 

 4 共済費 44,300 

 1 報酬 5,930 

 2 給料 147,430 

3　歳    出

節
説　　　　　　　明  

区　　　分 金　　　　額
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一般財源 489 

一般財源 489 
1 運営協議会費 489 692 △ 203 

2 運営協議会費 489 692 △ 203 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳
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運営協議会に要する経費
国民健康保険運営協議会運営事業        489 

11 役務費 150 

 1 報酬 330 

10 需用費 9 

節
説　　　　　　　明  

区　　　分 金　　　　額

国 29
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特定財源 20,180,471 

特定財源 17,261,895 

一般被保険者療養給 特定財源 17,016,750 
付費

(特定財源内訳)
国県支出金

17,016,750 
退職被保険者等療養 特定財源 8,500 
給付費

(特定財源内訳)
国県支出金

8,500 
特定財源 175,800 

(特定財源内訳)
国県支出金

175,800 
退職被保険者等療養 特定財源 300 
費

(特定財源内訳)
国県支出金

300 
特定財源 60,545 

(特定財源内訳)
国県支出金

55,845 
その他 4,700 

特定財源 2,791,500 

一般被保険者高額療 特定財源 2,783,700 
養費

(特定財源内訳)
国県支出金

2,783,700 
退職被保険者等高額 特定財源 2,500 
療養費

(特定財源内訳)
国県支出金

2,500 

2 2,500 2,000 500 

1 2,783,700 2,585,588 198,112 

2 高額療養費 2,791,500 2,592,888 198,612 

5 審査支払手数料 60,545 69,400 △ 8,855 

4 300 300 0 

3 一般被保険者療養費 175,800 180,250 △ 4,450 

2 8,500 3,000 5,500 

1 17,016,750 17,391,149 △ 374,399 

1 療養諸費 17,261,895 17,644,099 △ 382,204 

2 保険給付費 20,180,471 20,366,776 △ 186,305 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳
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負担金補助 一般被保険者診療報酬給付に要する経費
及び交付金 一般被保険者療養給付（現物給付）事業 17,016,750 

負担金補助 退職被保険者等診療報酬給付に要する経費
及び交付金 退職被保険者等療養給付（現物給付）事業      8,500 

負担金補助 一般被保険者療養費の給付に要する経費
及び交付金 一般被保険者療養費給付（現金給付）事業    175,800 

負担金補助 退職被保険者等療養費の給付に要する経費
及び交付金 退職被保険者等療養費給付（現金給付）事        300 

業

診療報酬の審査支払い等に要する経費
診療報酬審査手数料支払事業     59,645 
診療報酬請求システム開発費負担事業        900 

負担金補助 一般被保険者高額療養費の給付に要する経費
及び交付金 一般被保険者高額療養費給付事業  2,783,700 

負担金補助 退職被保険者等高額療養費の給付に要する経
及び交付金 費

退職被保険者等高額療養費給付事業      2,500 

18 2,500 

18 2,783,700 

18 175,800 

11 役務費 60,545 

18 300 

17,016,750 

18 8,500 

18

説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

節
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一般被保険者高額介 特定財源 5,000 
護合算療養費

(特定財源内訳)
国県支出金

5,000 
退職被保険者等高額 特定財源 300 
介護合算療養費

(特定財源内訳)
国県支出金

300 
特定財源 350 

特定財源 300 

(特定財源内訳)
国県支出金

300 
退職被保険者等移送 特定財源 50 
費

(特定財源内訳)
国県支出金

50 
特定財源 105,476 

特定財源 105,476 

(特定財源内訳)
国県支出金

105,476 
特定財源 20,150 

特定財源 20,150 

(特定財源内訳)
国県支出金

20,150 
特定財源 100 

特定財源 100 

(特定財源内訳)
その他 100 

1 結核医療付加金 100 100 0 

6 結核医療諸費 100 100 0 

1 葬祭費 20,150 18,400 1,750 

5,463 

5 葬祭諸費 20,150 18,400 1,750 

1 出産育児一時金 105,476 110,939 △

4 出産育児諸費 105,476 110,939 △ 5,463 

2 50 50 0 

3 移送費 350 350 0 

1 一般被保険者移送費 300 300 0 

4 300 300 0 

3 5,000 5,000 0 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳

国 32

国 34



負担金補助 一般被保険者高額介護合算療養費の給付に要
及び交付金 する経費

一般被保険者高額介護合算療養費給付事業      5,000 

負担金補助 退職被保険者等高額介護合算療養費の給付に
及び交付金 要する経費

退職被保険者等高額介護合算療養費給付事        300 
業

負担金補助 一般被保険者移送費の給付に要する経費
及び交付金 一般被保険者移送費給付事業        300 

負担金補助 退職被保険者等移送費の給付に要する経費
及び交付金 退職被保険者等移送費給付事業         50 

出産育児一時金の給付に要する経費
出産育児一時金給付事業    105,476 

負担金補助
及び交付金

負担金補助 葬祭費の給付に要する経費
及び交付金 葬祭費給付事業     20,150 

負担金補助 結核医療費一部負担金の助成に要する経費
及び交付金 結核医療付加金給付事業        100 

100 18

18

11 役務費 56 

18 105,420 

20,150 

18 300 

18 50 

18 300 

説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

18 5,000 

節

国 33

国 35



特定財源 1,000 

特定財源 1,000 

(特定財源内訳)
国県支出金

1,000 

1 傷病手当金 1,000 - 1,000 

本年度の財源内訳

7 傷病手当金 1,000 - 1,000 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較

国 34

国 36



負担金補助 傷病手当金給付事業      1,000 
及び交付金

18

説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

節

1,000 

国 35

国 37



国民健康保険事業費納付 特定財源 6,115,063 
金 一般財源 2,190,016 

特定財源 4,269,058 
一般財源 1,640,341 

一般被保険者医療給 特定財源 4,269,058 
付費

(特定財源内訳)
国県支出金

373,497 
その他 3,895,561 

一般財源 1,640,341 
特定財源 1,373,788 
一般財源 416,556 

一般被保険者後期高 特定財源 1,373,788 
齢者支援分

(特定財源内訳)
その他 1,373,788 

一般財源 416,556 
特定財源 472,217 
一般財源 133,119 

特定財源 472,217 

(特定財源内訳)
その他 472,217 

一般財源 133,119 

1 介護納付金分 605,336 585,613 19,723 

3 介護納付金分 605,336 585,613 19,723 

2 後期高齢者支援金分 1,790,344 1,757,371 32,973 

1 1,790,344 1,757,371 32,973 

1 5,909,399 5,889,305 20,094 

3 8,305,079 8,232,289 72,790 

1 医療給付費分 5,909,399 5,889,305 20,094 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳

国 36

国 38



負担金補助 一般被保険者医療給付にかかる国民健康保険
及び交付金 事業費に納付する経費

一般被保険者医療給付事業  5,909,399 

負担金補助 一般被保険者後期高齢者支援金にかかる国民
及び交付金 健康保険事業費に納付する経費

一般被保険者後期高齢者支援事業  1,790,344 

負担金補助 第２号被保険者の介護納付金にかかる国民健
及び交付金 康保険事業費に納付する経費

介護納付金事業    605,336 

605,336 18

18 1,790,344 

18 5,909,399 

説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

節

国 37

国 39



特定財源 203,277 

特定健康診査・特定保 特定財源 118,190 
健指導事業費

特定健康診査・特定 特定財源 118,190 
保健指導事業費

(特定財源内訳)
国県支出金

61,308 
その他 56,882 

特定財源 85,087 

特定財源 85,087 

(特定財源内訳)
国県支出金

33,320 
その他 51,767 

1 保健衛生普及費 85,087 80,463 4,624 

2 保健事業費 85,087 80,463 4,624 

1 118,190 119,292 △ 1,102 

1 118,190 119,292 △ 1,102 

4 保健事業費 203,277 199,755 3,522 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳

国 38

国 40



特定健康診査・特定保健指導に要する経費
特定健康診査・特定保健指導事業    118,190 

保健衛生普及に要する経費
保健衛生普及事業     85,087 

使用料及び
賃借料

負担金補助
及び交付金

18 3,021 

12 委託料 62,562 

13 66 

17 備品購入費 150 

報償費 50 

10 需用費 3,508 

11 役務費 15,730 

 7

12 委託料 118,190 

説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

節

国 39

国 41



特定財源 500 

特定財源 500 

特定財源 500 

(特定財源内訳)
その他 500 

1 基金積立金 500 500 0 

1 基金積立金 500 500 0 

5 基金積立金 500 500 0 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳

国 40

国 42



国民健康保険事業基金への積立金
国民健康保険事業基金積立金        500 

24 積立金 500 

説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

節

国 41

国 43



特定財源 1 

特定財源 1 

特定財源 1 

(特定財源内訳)
その他 1 

1 公債費 1 1 0 

1 利子 1 1 0 

6 公債費 1 1 0 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳

国 42

国 44



償還金利子 一時借入金利子
及び割引料 一時借入金利子          1 

22 1 

説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

節

国 43

国 45



特定財源 326,116 

特定財源 326,116 

一般被保険者保険料 特定財源 26,082 
還付金

(特定財源内訳)
その他 26,082 

退職被保険者等保険 特定財源 34 
料還付金

(特定財源内訳)
その他 34 

保険給付費等交付金 特定財源 300,000 
償還金

(特定財源内訳)
その他 300,000 

3 300,000 500,000 △ 200,000 

2 34 942 △ 908 

1 26,082 29,488 △ 3,406 

1 償還金及び還付加算金 326,116 530,430 △ 204,314 

7 諸支出金 326,116 530,430 △ 204,314 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳

国 44

国 46



償還金利子 一般被保険者保険料過年度過誤納還付等に要
及び割引料 する経費

一般被保険者保険料還付事業     26,082 

償還金利子 退職被保険者等保険料過年度過誤納還付等に
及び割引料 要する経費

退職被保険者等保険料還付事業         34 

償還金利子 保険給付費等交付金（普通交付金）の精算に
及び割引料 要する経費

保険給付費等交付金償還事業    300,000 

300,000 22

26,082 

22 34 

22

説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

節

国 45

国 47



特定財源 1,500 

特定財源 1,500 

特定財源 1,500 

(特定財源内訳)
その他 1,500 

1 予備費 1,500 1,500 0 

1 予備費 1,500 1,500 0 

8 予備費 1,500 1,500 0 

款　　　　項　　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較 本年度の財源内訳

国 46

国 48



説　　　　　　　明  
区　　　分 金　　　　額

節

国 47

国 49



1　特　別　職

2　一　般　職　等

(1)　総　　　括

備考　（　　　）内は再任用・任期付短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職員数を外書き

410 20△ 380 △ 3,950 △ 10 0 △ 3,100 140

0 63,630 4,740 1,910 0

2,320 20本　年　度 2,470 8,980 5,640 1,760 0 60,530 4,880

（千円） （千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

期 末 勤 勉 通 勤 住 居 休 日 勤 務

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

扶 養 地 域 時間外勤務 管 理 職

前　年　度 3,000

比　　　較 △ 530

9,360 1,7709,590

特 殊 勤 務

0
△ 4,260比　　　　　較

(△3)
△ 1,140 △ 3,800 △ 7,400 △ 12,340

26
前　　年　　度

(27)
7,070 151,230 94,000 252,300

本　　年　　度
(24)

5,930 147,430 86,600 239,960
26

（千円）

44,300

48,560

報　 酬 給　 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　分
職 員 数

給　　　　　　与　　　　　　費
共　済　費

△ 105

△ 105 ― 

― △ 105

△ 105

計 0 △ 105 ― ― ― 

その他の特別職 0 △ 105 ― ― ― 

議　　　　員 ― ― ― ― ― ― ― 

― 

― 

― ― 

比
　
　
較

長　　　　等 ― ― ― ― ― 

計 11 435 ― ― ― 435 ― 435

― ― 435 ― 435

議　　　　員 ― ― ― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― 

前
　
年
　
度

長　　　　等 ― ― ― ― 

その他の特別職 11 435 ― 

― 330

計 11 330 ― ― 

― その他の特別職

― 330 ― 

― ― ― 議　　　　員 ― ― ― ― ― 

― ― ― ― 

本
　
年
　
度

長　　　　等 ― ― ― ― 

11 330 ― ― 

（千円） （千円）

年間支給率

（月分） （千円）

報　 酬 給　 料 期末手当等
期末手当

計区　　分
職 員 数

給　　　　　　　与　　　　　　　費

共 済 費 合　 計
備　考

（人） （千円） （千円） （千円）

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

合　　　計

（千円）

284,260

330

300,860

△ 16,600

330

国　50



(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

期末勤勉手当

その他の増減分 扶養手当

地域手当

時間外勤務手当

管理職手当

期末勤勉手当

通勤手当

住居手当

休日勤務手当

(3)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給の状況（令和3年4月1日現在）

182,200

高校卒 大学卒

給料月額 154,900 188,700

国の制度

一般行政職（円）

150,600

現   在 平均年齢 43.7

区分

10月1日 平均給与月額 397,627

令和元年 平均給料月額 321,526

現   在

10月1日 平均給与月額 391,097

平均年齢 44.3

(単位：円、歳)

区　　　　　　分 一般行政職

令和２年 平均給料月額 320,186

410

20

△ 6,809 △ 530 職員構成の変動に伴う増減等

△ 380

△ 3,950

△ 2,509

△ 10

140

給与改定分

職 員 △ 7,400 人事院勧告に基づく △ 591 △ 591 令和2年度人事院勧告に基づく改定分（年間
支給月数△0.05月）

その他の増減分 △ 3,680 △ 3,680 職員構成の変動に伴う増減等

引き下げ分

（千円）
区 分

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明
備 考

（千円） （千円）

給与制度の総合的見直し導入時等の現給保障
制度について平成30年度から毎年度△25％減
額し、令和２年度末で廃止

△ 120給 料 △ 3,800 現給保障額の段階的 △ 120

手 当
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　ウ　級別職員数

級

構成比については、小数点以下第2位を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。

(級別の標準的な職務内容)

課長

部長

係長一般行政職

局長

技術職員

事務職員 事務職員

主任

室長

技術職員 技術職員 次長

事務職員

区   分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

計 27 100.0

8 - -

7 - -

6 2 7.4

4

5 3

3 7 25.9

2 7.4

令
和
元
年
10
月
１
日
現
在

1

12 44.4

11.1

1 3.7

2

100.0

-8 -

計 27

7 - -

6 2 7.4

5 3 11.1

3 7 25.9

4 11 40.7

令
和
2
年
10
月
１
日
現
在

1 1 3.7

2 3 11.1

(人) (％)

職員数 構成比
区分

一般行政職
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　エ　昇給

　オ　期末手当・勤勉手当

備考　（　　　）内は再任用職員

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和3年4月1日現在）

特例措置

(定年前1年につき
最大3%を加算)

24.586875 33.27075

(定年前1年につき
最大3%を加算)

定年前早期退職

47.70947.709
国の制度

(支給率等)

支給率等 33.2707524.586875

区　　分 備　　　　考
(月分) (月分) (月分) (月分) 加算措置等

25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

47.709 47.709

定年前早期退職

特例措置

20年勤続の者

2.225 2.225 4.450

(1.175) (1.175) (2.350)
有

前年度
(1.175) (1.175) (2.350)

有

国の制度

2.250 2.250 4.500

2.225 2.225 4.450
本年度

(1.175) (1.175)

区　　分
支給期別支給率

(2.350)
有

6月(月分) 12月(月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

支給率計
(月分)

職 制 上 の 段 階 、 職 務の
備　　　考

）
比  率　　　(B)/(A)  (％) 85.2

23

3号給 (人) -

4号給 (人)

令
和
年
２
月
1
日
昇
給

2号給 (人) -

前
年
度

職　員　数　(A)　　(人) 27

昇給に係る
職員数　(B)      (人)

23

号給数別内訳

1号給 (人) -
（

）
比  率　　　(B)/(A)  (％) 77.8

204号給 (人)

3号給 (人) -

12号給 (人)

号給数別内訳

1号給 (人) -

令
和
3
年
1
月
1
日
昇
給

27

昇給に係る
職員数　(B)      (人)

21本
年
度

職　員　数　(A)　　(人)

（

一般行政職
区　　　　　分

代表的な職種
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　キ　地域手当

備考　（　　　）内は短時間勤務職員数を外書き

　ク　その他の手当

同通勤手当

住居手当

同

区　分 国の制度との異同 差　　　　　　異　　　　　　の　　　　　　内　　　　　　容

扶養手当

同

6.0
本
年
度

6.0

(24)

26

区分 支給率(％) 支給対象職員数　(人)
国の指定基準に

基づく支給率(％)
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限 度 額

国県支出金 地 方 債 そ の 他
千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円 千円

95,645 30～2 51,244 3～4 34,163 － － － 34,163

（消費税率10％への引き上げ分）

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

前年度末までの 当該年度以降の 左 の 財 源 内 訳

事 項 支出（見込）額 支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

国民健康保険事業標準システ
ム利用等業務委託

国民健康保険事業標準システ
ム利用等業務委託 741 2 3～4247 494 － － － 494

期 間 金 額 期 間 金 額

国　55


